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景気停滞と技術革新

本　田　　　豊

１． はじめに

　日本経済は現在景気停滞の局面にあるが，なぜ景気停滞が生じたかという原

因を巡って，多くの議論が現在展開されている。有力な議論のひとつは，バブ

ル経済の崩壊過程で株価低落及ぴ地価下落によっ て， 大量の不良債権が発生し ，

これが企業，銀行，消費者にマイナスの影響を与え，それぞれの経済行動を消

極化させ，景気停滞が生じたと説明する。一方，バブル経済崩壊過程における

金融的側面が経済に与える影響はそれほど大きくなく ，１９８０年代後半から生じ

た民問設備投資拡大によっ て過剰な供給能力が発生し，その調整過程で景気停

滞が生じたという議論もある。この議論にしたがえば，需要さえ拡大していけ

は過剰生産能力は解消し，再び景気は上昇局面をむかえるということになる 。

　これらの議論がどの程度現実の景気停滞を説明するのかを分析することは今

後の重要な課題である。しかし少なくとも次のことは確認できるであろう 。つ

まり ，バブル経済が形成される過程では，日本経済は内需主導型の経済構造へ

転換したという議論が大勢を占め，その持続性が問題になっ たときも ，民間設

備投資拡大は能力増強のためではなくその他の動機に基づくものであるから ，

過剰供給能力は余り問題にはならないという楽観論がみられたが，現実にはこ

の間の民問設備投資の大幅増大は，結局相当の供給能力を生み出したというこ

とである。過剰な供給能力が現在の民間設備投資拡大を抑制しているという側
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面は否定しがたいであろう 。

　しかしここで留意すべきは，企業は，市場の将来の成長率やそれを支えるマ

クロ 的な期待経済成長率を基礎に需要予測を行い，それを則提に民問設備投資

を実行するのであるが，期待される需要の成長率が実現しないとき ，結果的に

過剰生産能力が顕在化するという点である。従って問題は，なぜ期待される需

要の伸び率が実現できなくなっ たかということである 。

　今後の景気動向についての議論では，多くの論者が総合経済政策の効果によ

って公共投資の拡大が期待でき ，住宅投資もすでに底をうっ て今後は堅調に推

移し，景気を押し上げる要因となるが，消費支出の停滞が深刻であり ，民問設

備投資の動きも鈍く ，景気の底入れは１９９３年の夏以降となるが，その後景気が

急速に回復するという保証はないと述べている 。

　それでは消費支出の停滞が，期待された需要成長率を実現しない主要な原因

であろうか。資本制杜会の経済メカニズムの大きな特徴は，企業の民間設備投

資の持続的拡大が，需要と供給の両面の成長を実現し，それが所得の増大をも

たらして消費も増えるという点にある。したがって，現在の消費不況も基本的

には設備投資の停滞によっ てもたらされたものであると考えることができる 。

　それではなぜ民問設備投資の伸び率が，期待どおりには伸びなくなっ たのか 。

その原因を，資金制約や需給ギャッ プなどの短期的要因以外に，もう少し長期

的な要因も考える必要があるのではないかということを示すことが本論文の主

旨である。その際，興味ある指摘が，森谷［９１，志村［５１によっ て行われ

ている。両者の議論の特徴は，「技術の閉塞」が現在の景気停滞の基本的原因

であり ，この閉塞状態から脱出しない限り ，これまでどおりの経済成長率を実

現することができず，現在の景気停滞は長期化する可能性があることを述べて

いる点にある。以下では，両者の議論をもう少し詳しくみてみよう 。

　森谷［９１は，「現在の不況の根本原因」を，コンピ ュータ ，家電製品，乗

用車などの「製品，システムの飽和にある」と述べ，「技術の飽和現象」を強

調する。そしてその原因を，戦後の技術進展の破行と偏向にもとめる 。「破行

とはエレクトロニクスばかりが進み，輸送，エネルギ ー， 都市，材料などの諸
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分野が取り残されたことだ。偏向は大きく進んだエレクトロニクスが，ＦＡ ，

ＯＡ等の産業内の機器，システムや家庭，個人の量産製品にはかり集中したこ

とである。」と述べ，この集中が技術の飽和現象につながったと主張する。そ

して画期的技術革新による不況脱出というこれまでのやり方は今や困難となっ

ており ，これからの技術発展の方向性を「経済，産業，成長」から「社会，豊

かさ」を実現する方向に転換することが必要であると主張している 。

　志村［５１は「自動車と共に製造業の屋台骨として成長路線をひた走ってい

たエレクトロニクス産業が，ここにきて失速状態に陥 っている 。」ことを，具

体的にパソコン市場を取り上げ分析し，「技術飽和現象」を論じている。さら

に「今回の情報化投資削減が，不況対策のための一時的先送りという要因と同

時に，市場飽和ないしは需要消滅という要因に支えられているということだ」

と述べ，「今の仕事をこなしていくには，ここ当分，現状のシステムで十分」

「新規の情報化投資よりも過去の巨額の投資をどう回収するかが先決」などと

いうユーザーの声を紹介し，すでに日本の情報環境が成熟していることを論じ

る。 その上で市場飽和あるいは情報環境の成熟化を支えているのは，やはり

「技術の飽和現象」であり ，その例として半導体技術の現状を取り上げて説明

している 。

　そして，「今日のエレクトロニクス産業の基盤をなす技術革新は，トランジ

スター ＩＣ，コンピュータ ，レーザのいずれをとっ ても戦後まもなくの１９４０

年代後半から６０年にかけて発明されている。これらの技術革新の種は連続的な

いしは非連続的な発展を遂げながら産業の発展に寄与してきたが，世紀末の今

日をむかえてようやく成熟化の兆しを見せ始めたといえよう」と結論づけてい

る。

　このような，エレクトロニクス産業を中心とする「技術の飽和現象」が，現

在の不況の根本原因であるという「仮説」はどの程度説得性をもつのであろう

か。 これまでの議論では一般的にこの「仮説」は，「棄却」されてきた。その

例として，企画庁［３１があげられる 。

　企画庁［３１では，各産業の技術開発が各産業の産出物にどの程度体化され
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ているかをみるために，産出額に含まれている研究開発費支出の比率を計測し
，

それを「技術集約度」と定義する。この「技術集約度」の７５年から８５年にかけ

ての変化をみると ，ほとんどの産業でこの値が上昇し，さらに「技術集約度」

の高い産業ほど成長率が高く ，日本経済全体が技術革新とを一つの原動力とし

て成長してきたと説明している。そしてさらにこのような技術集約度の上昇は

各産業とも最近まで続いており ，経済成長の原動力としての技術革新は依然健

在であるとしている。この企画庁［３１の見解は，現在の景気停滞にもかかわ

らず依然大勢の支持を得ているとおもわれる 。

　ところが，渡辺［１０１は，この企画庁［３１の見解に異論をとなえ，むしろ

「技術飽和仮説」を支持するような実証分析を行 っている 。渡辺［１０１は ，

１９８９年以降製造業の設備投資の増加率が減少する中で，それに占める研究開発

投資の比率も１９８７年をピークに減少に転じている点に着目し，製造業における

研究開発意欲の停滞懸念を検証するために，研究開発費 ・売上高比率の推移を

分析している 。

　研究開発意欲の停滞は，技術革新の停滞を反映していると考えることができ

るので，研究開発の意欲の程度を計測することは大変重要な課題といえるが ，

その計測の指標として研究開発費 ・売上比率を取り上げるのはなぜであろうか 。

この点について，渡辺［１０１は，９０年版経済白書の次の指摘を重視する 。「製

造業において研究開発費支出は，経常利益よりも売上高に密接な相関関係にあ

る。 これは企業が，短期的な利益の変動に左右されることなく ，むしろ売上高

の拡大による業容の拡大に対応する形で，長期的な視点から，研究開発費を拡

大していることを示している 。」即ち，企業の研究開発投資戦略は，長期的な

視野に基づくものであり ，企業の研究開発に対する基本的態度をみるためには ，

研究開発費　売上高比率をみるのが妥当ということである 。

　渡辺［１０１は，確かに名目でみた場合，研究開発費 ・売上高比率は一貫して

上昇しており ，この限りにおいて，研究開発意欲は旺盛であるように見えるが ，

これを実質べ一スでみると１９８７年以降減少傾向に陥 っており ，実体的には研究

開発意欲は弱くなっ ていると結論づけている。そしてこのまま推移すれば，競

　　　　　　　　　　　　　　　　（７４７）



　５２　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４１巻 ・第６号）

争力低下をまねいたアメリカ経済の二の舞になる危険性があると指摘し，企業

の研究開発投資を奮起させる重点政策の必要性を強調している 。

　本論文の目的は，以上の議論を基に，森谷［９１，志村［５１で提起された

「技術飽和仮説」の妥当性を渡辺［１０１の手法を用いて検証することにある 。

渡辺［１０１の分析では，製造業全体あるいは個別企業の研究開発費の分析は行

われているが，日本の経済成長を牽引してきた電気産業，自動車産業など個別

産業毎の分析は十分には展開されていない。そこで本論文は，製造業を１２の

産業に分類し，１９７５年以降の技術革新の動向を，実質べ一スの研究開発費 ・売

上高比率及び「技術集約度」という指標で分析し，前述した「技術飽和仮説」

がどの程度妥当性を持つのかを検証し，さらに各産業の「技術集約度」と設備

投資の関連をみることによっ て， 今後の景気動向の方向性を把握することにす

る。

　本論文の構成は，２ ．でまず技術革新の動向を測る指標としての研究開発費

・売上高比率と「技術集約度」を説明し，次に各産業についてこの２つの指標

の具体的値を計測する 。３ ．では各産業の研究開発費 ・売上高比率の動きを分

析することによっ て， 各産業の技術革新の動向の特徴を述べ，「技術飽和仮説」

の妥当性を検討する。４　では，各産業の実質べ一スの「技術集約度」と設備

投資の因果関関係を分析し，技術革新が各産業の景気動向に影響を与えている

可能性について議論し，最後に本論文の分析結果をまとめ，残された課題を明

らかにする 。

２． 技術進歩率を測る指標とその測定

　１）研究開発費 ・売上比率及び「技術集約度」

　技術革新の動向を指標的に把握するとき，　般的には生産関数を推定し，生

産に対する資本と労働の寄与分を引いた残差の部分を技術進歩の寄与した部分

と考えてＴＦＰ（全生産要素生産性）と定義し，これを数量的指標とする方法を
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とる。しかしこの指標は，残差をとることから生じる様々な問題点が指摘され

ており ，特に産業毎に技術革新の動向をみる場合，計算結果が年毎のばらつき

が非常に大きく ，その信懸性に相当の問題がある。そこでここでは，各産業の

技術革新の動向を捉える指標として，研究開発費 ・売上高比率あるいは「技術

　　　　　　　　　　　　１）
集約度」という指標を用いる 。

　研究開発費 ・売上比率は文字どおり ，各産業毎に研究開発費を売上高で除し

て求める。この指標は，当該産業「独自」の技術革新のテンポをみるのに有効

である。この比率が高くなるということは，長期的な研究開発活動が活発化し

ていることを示す。確かに研究開発費が増えたとしても ，それにみあ って技術

革新の成呆が上がるとはかぎらない。しかし，日銀［７１でも明らかにしてい

るように，研究開発費の伸ぴと特許出願件数の関係には概ね正の相関関係がみ

られ，一般的には，研究開発がある程度技術面での成果をあげると考えても妥

当である。従って，研究開発費 ・売上比率を技術革新の動向を示す有力な指標

としてみても差し支えないであろう 。

　しかし，研究開発費が設備投資に与える効果をみる場合，この指標だけでは

不十分である。この点について，日銀［７１は次のように述べている。「研究

開発のための研究設備に対する投資が設備投資をかさ上げする直接効果と ，研

究開発の結呆新規に開発された技術が製品や生産工程に応用されていく過程で

設備投資を誘発する問接的効呆とがるが，後者の方がはるかに大きな規模に達

するものと思われる 。」

　このような間接効果は，自産業の技術革新が他産業にも波及するということ

を意味するので，産業間の技術の波及効果を考慮するいうことになる。従って ，

技術革新が設備投資に与える効果をみる場合，当該産業の技術革新の大きさは ，

自産業の研究開発だけでなく ，他産業の研究開発にも依存するということにな

る。 このような視点から，技術進歩の動向を把握する指標のひとつが，「技術

集約度」であり ，この指標を用いた分析が，企画庁［３１，日本銀行［７１な

どで行われている 。

　「技術集約度」は，企画庁［３１によると次のように定義される 。
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　　ＴＥＣｉ＝（Ｒ＆Ｄ／Ｙ）ｉ＋２ ａｊｉ＊ＴＥＣｊ　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１）

　但しＴＥＣｉ： 技術集約度，Ｒ＆Ｄ ：研究開発費，Ｙ ：売上額，ａ： 投入係数

　（１）式第一項は，自産業の直接の技術進歩率に対応する項目であり ，第二項は

自産業が他産業から受ける技術革新の波及の程度を表す問接効果を示し，産業

連関表の投入係数を用いてその波及効果を把握しようとしている 。

　以下では，研究開発費 ・売上比率及ぴ企画庁［３１の定義に基づく「技術集

約度」を技術進歩率をみる有力な指標と見なし，具体的に測定をこころみる 。

　２）研究開発費 ・売上高比率，「技術集約度」の測定

　研究開発費 ・売上高比率測定のため利用したデータの出所は，「科学技術研

究調査報告」であり ，名目べ一スと実質べ一スそれぞれの比率を求めた。実質

べ一スの値を求める場合テフレータをどうするかという問題がある。実質研究

開発費は，研究費デフレータが「科学研究調査報告」にあるので，これを用い ，

実質売上高を求めるために，ＳＮＡべ一スの産出額デフレータを用いた。業種

は， 製造業を１２に分類している。「技術集約度」は，（１）式にもとづいて計測す

るが，（１）式右辺の第一項は，各産業の研究開発費 ・売上高比率を用いている 。

また第二項の投入係数は，測定期間中（１９７５年から１９９０年），１９７５年から１９７９年

は１９７５年の投入係数，１９８０年から１９８４年は９８０年の投入係数，１９８５年から１９９０

年までは１９８５年の投入係数を用いた。投入係数の値が一定期間固定的であると

いう仮定には若干問題があり ，今後の検討課題として残る 。

　各年 ・各産業の「技術集約度」を求めるために，各年とも（１）式を各産業につ

いて記述した１２本の連立方程式をカウス ・ザイテル法で解いた。尚ここで求め

る「技術集約度」と企画庁［３１との違いは，企画庁［３１では名目べ一スの

研究開発費 ・売上高比率をもとに計測しているのに対し，ここでは実質べ一ス

の研究開発費 ・売上高比率を基に計測した点にある 。

　測定結果をグラフで示すと次のようになる（図１参昭）。
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３． 各産業の研究開発費 ・売上比率の動きとその特徴

　¢　研究開発費 ・売上高比率の名目べ一スと実質べ一スの計算値の動きがほ

ぼパラレルな産業

　各産業の研究開発費 ・売上高比率の名目べ一スと実質べ一スの計算値をグラ

フ化すると ，化学産業，電気産業を除いて，その動きは大体パラレルであるこ

とがわかる 。

　食品産業は２つの計算値自体がほぼ一致しており ，名目べ一スと実質べ一ス

どちらの指標をとっ ても大差ないことがわかる。食品産業の技術革新は ，１９８５

年前後が一つの転換になっ て活発化しているが，１９９０年頃になると頭打ち傾向

がみられる 。

　繊維産業は，２つの計算値に若干の差がみられるが，動きはほぼパラレルで

ある。繊維産業は，１９８０年に入って一つの転換点，１９８５年に入ってもう一つの

転換点があ ったことを読み取ることができる 。

　パルプ産業も２つの計算値はほぼパラレルに推移しており ，１９８０年に入 って

技術革新が活発化したが，１９８５年以降頭打ち傾向にあることがわかる 。

　石油 ・石炭製品産業は，２つの計算値にかい離はみられるが，動きとしてみ

ると大体同じ傾向を示している 。１９８５年に入って一時的に研究開発が活発化し

ているが，あまり長続きしていないことがわかる 。

　窯業 ・土石産業でも ，２つの計算値の動きはほほパラレルである。セラミソ

クスを中心とする「素材革命」によっ て１９８０年に入って研究開発が活発化し ，

その勢いは１９８６頃まで持続しているが，それ以降技術革新の停滞がみられる 。

　一次金属産業は，２つの計算値に若干の差がみられるが，動きはパラレルで

ある。窯業 ・土石産業と同様１９８０年に入って研究開発が活発化したが，やはり

１９８６年以降技術革新の停滞傾向がみられる 。

　金属製晶産業は，２つの計算値の動きはパラレルであるが，研究開発が活発

　　　　　　　　　　　　　　　　（７５５）
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になっ た転換点を探すのは困難で，この産業でイノベーシ ョンという事実を見

つけることはできない 。

　一般機械産業も ，２つの計算値に若干の差はあるが，動きとしてはほほパラ

レルである。一般機械産業の研究開発は，１９８０年以降活発化しており ，１９８５年

以降も１９８８年に一度落ち込むが，研究開発にフレーキがかかってきているとは ，

現段階ではいいきれない 。

　輸送機械産業の２つの計算値に若干の差はみられるが，動きとしてはやはり

ほぼパラレルである。輸送機械産業（その主役は自動車産業）の研究開発は，第

２次石油危機前後の一時期を除いて傾向的に高まっ ていることがわかり ，その

傾向は現段階でも持続していると考えられる。精密機械も２つの数値の動きは

ほぼパラレルで，１９８０年以降研究開発が活発化し，１９９０年になっ てもその勢い

は衰えていない 。

　以上みてきた結果の大まかな特徴をみると ，一部の産業を除いて，１９８０年に

入っ て技術革新が活発化した産業が多く ，その傾向が，１９８０年代後半に途切れ

た産業と持続している産業があることがわかる 。１９８０年代後半になっ て技術革

新に停滞傾向がみられるのは，パルプ，窯業，一次金属等の素材型産業であり ，

いわゆる「素材型革命」と呼ばれる技術革新が余り長続きしなかったことを示

している 。

　一方，１９８０年代後半になっ ても技術革新の活発化傾向が持続していると思わ

れる産業は，　般機械や輸送機械などの加工型産業であり ，一般的に議論され

ていることと一致する。いずれにしろ，ここで取り上げた多くの産業の技術革

新活発化の時期が，１９８０年代前半に集中していることは，注目に値するであろ

う。１９８０年代後半の内需主導型の日本の経済成長は，旺盛な技術革新にあると

いわれるが，その準備は１９８０年代前半に行われていたのであり ，１９８０年代後半

の内需主導型の経済成長は，技術革新以外の要因が大きかったと想像される 。

　　　化学産業，電気産業

　両産業の名目べ一スと実質べ一スの値の傾向は，特に１９８５年以降大きなかい

離を示している。化学産業の名目べ一スの値をみると ，１９８０年に入って現時点

　　　　　　　　　　　　　　　　（７５６）
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に至るまでほぼ一貫して増大し続けている。実質べ一スでみると ，１９８０年前後

を転換期に研究開発意欲は高まっ てきたことは確認できるが，１９８５年以降は全

く頭打ちになっ ている 。

　一方，電気産業では，１９７５年から１９８０年頃まで両者の値に相当の差がある 。

しかし二つの値の動きをみると両者とも減少傾向にあることが観察され，どち

らの指標をとっ てもこの問の技術革新停滞の傾向を読み取ることは可能である 。

やはり問題なのは，１９８５年以降の動きである。名目べ一スでみると研究開発の

鈍りが生じていることがわかるが，実質べ一スでみると明かな研究開発の停滞

がみられる 。

　両産業において実質べ一スと名目べ一スでどこのような差が生じるのは，デ

フレータのちがいによる。図［２１は，電気産業に於ける１９７５年から１９９０年ま

での産出デフレータと研究費デフレータをプロットしたものであるが，電気産

業の産出では，貿易財を多く中問財として利用しているので，１９８５年以降の円

高によっ て輸入中間財価格が下落し，それを反映して産出テフレータも下落傾

向を示しているのである。それに対し，研究開発費デフレータは，人件費に代

表されるような円高にあまり影響されない費用項目で構成されているので，一

貫して上昇傾向を示しているのである。従って，両方のデフレータの動きの違

いによっ て， 実質産出額は増大したにも関わらず実質研究開発費は減少する結

果， 実質べ一スの研究開発費 ・売上比率は１９８５年以降減少傾向を示しているの

である。実質べ一スをとるか名目べ一スをとるか，議論の分かれるところであ

るが，少なくとも名目べ一スのみで，技術革新の状況を診断することは，大変

危険であり ，両方の指標をはじめ他の指標も含めて総合的に検討すべきである 。

　ちなみに，電機産業の実質研究開発費の伸び率の動きをみてみると ，図３か

ら明らかなようにやはり ，１９８０年から１９８５年の問の伸び率が高く ，１９８５年以降

は伸び率が大幅に低下していることがわかる 。

　以上まとめると ，化学産業では，１９８０年以降研究開発は活発化したが，１９８５

年以降は，「一服状態」にあるが，しかしそれは研究開発意欲が「萎えている」

というわけではない 。
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電気機械産業の実質研究開発開発費の前年比伸び率

　これに対し，電気産業は，１９８０年代に入って研究開発意欲が活発化した。こ

れはまさに，一連の「ＭＥ革命」の時期と合致する。しかし，１９８５年以降は ，

様々な指標から判断する限り ，技術革新の停滞傾向を読み取ることができる 。

従っ て， 森谷［９１や志村［５１が指摘するようなエレクトロニクス産業にお

ける「技術飽和仮説」の妥当性は，以上の数字の上では確認できることがわか

った 。
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４． 各産業の「技術集約度」と設備投資

　実質べ一スの研究費 ・売上高比率をもとに，各産業の技術集約度を計算した

結果は，表１で示される。技術集約度の高い産業は，電気，輸送機械，化学 ，

一般機械などであり ，石油 ・石炭製品，パルプ，食料などは大変低い値をとっ

ており ，実質べ一スで「技術集約度」を計算しても ，名目べ一スでの結果とほ

ぼ同様な結果とな っている 。

　実質べ一スの「技術集約度」が当該産業の自立的技術革新によるのか，それ

とも他産業の技術革新の波及効果によるのかをみるために，技術集約度を研究

費・ 売上比率で除して計算した結果が，表２である 。

　この数値が大きいということは，他産業の技術革新の波及効果に依存する割

合が大きいということであり ，逆に小さければ，自産業の自立的技術革新効果

が大きいということになる 。

　この数値が小さな産業は，化学，電気産業，窯業 ・土石，金属製品，精密機

械などであり ，他産業では大きな値をとっ ている。これらの結果は，特に化学

や電気産業の技術革新が他の産業の技術革新に大きく影響を与え，前述した電

気産業の最近の技術停滞が他産業の経済活動を停滞させているひとつの要因に

なっ ていることを示唆するが，その本格的実証分析は今後の課題として残され

ている 。

　ここではこの課題に迫る一歩として，技術革新の停滞が景気停滞と関連する

ことを証明するために，上で求めた各産業の技術集約度が設備投資と因果関係
　　　　　　　　　　　　　　　２）
があるかどうかをみることにする。そのために，各産業の技術集約度とキャッ

シュフローを説明変数として，暫定的に１９８０年前後から１９９０年までの投資関数

を推定してみると ，次のような結果にな った（図表１参照）。

　この２つの説明変数で推定したとき ，比較的フィットのいい結果が得られた

産業は（決定係数Ｏ．８前後以上，両変数について有意），化学，一般機械，電気，輸送機

　　　　　　　　　　　　　　　　（７５９）
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０． ００７６４

０． ００８４０

０． ００９３２

０． ００８３９

０． ０１０１６

０． ０１１１３

０． ０１２１９

０． ０１１０１

０． ０１２５１

０． ０１１６１

一次金属
Ｏ． ０１５３２

０． ０１４５９

０． ０１５２６

０． ０１４７２

０． ０１３６１

０． ０１５９０

０． ０１７４０

０． ０１９４７

０． ０１９８５

０． ０１９３８

０． ０２２８９

０． ０２５５３

０． ０２３３７

０． ０２２３９

０． ０２２６９

０． ０２２６５

　立命館経済学（第４１巻 ・第６号）

表１　産業別技術集約度（実質べ一ス）

繊　　維

０． ０１５２７

０． ０１４３３

０． ０１３０５

０． ０１５２３

０． ０１５２１

０． ０１５８１

０． ０１９５９

０． ０２０１４

０． ０１８０１

０． ０２０５７

０． ０２０３８

０． ０２０７７

０． ０２２３３

０． ０２２７７

０． ０２４８２

０． ０２４６３

金属製品
Ｏ． ０２００３

０． ０１７７９

０． ０１９９４

０． Ｏ１８４０

０． ０１９６６

０． ０１７８６

０． ０２３１７

０． ０２３５０

０． ０２２１６

０． ０２３４８

０． ０２６２５

０． ０２７３６

０． ０２５０９

０． ０２４３４

０． ０２３３６

０． ０２５７６

ノくルプ

　　紙
０． ００７９３

０． ００７２１

０． ００７１６

０． ００６８８

０． ００５９４

０． ００７０６

０． ００６９９

０． ００７８２

０． ００８９６

０． ００９３３

０． ０１０６４

０． ０１１６１

０． ０１１１５

０． ０１１９６

０． ０１１１７

０． ０１１７０

一般機械
Ｏ． ０３２８０

０． ０３０９９

０． ０３３１１

０． ０３１７２

０． ０２８７７

０． ０２８８２

０． ０３２４１

０． ０３４７１

０． ０３６７８

０． ０３６０９

０． ０３７８０

０． ０３８５９

０． ０３９１８

０． ０３４２４

０． ０３５８８

０． ０３７１８

化　　学

０． ０３２０５

０． ０２９９９

０． ０３１２９

０． ０３０１４

０． ０２９１０

０． ０３３１７

０． ０３５４１

０． ０３６４２

０． ０３８６８

０． ０３８３６

０． ０４０７４

０． ０４３３９

０． ０４３４７

０． ０４３０４

０． ０４３７７

０． ０４３３７

電気機械
Ｏ． ０６７２８

０． ０６１２８

０． ０５７８９

０． ０５７２６

０． ０５１３９

０． ０４５９８

０． ０６０１６

０． ０５７８７

０． ０５７８０

０． ０５４２６

０． ０５７５３

０． ０５８９０

０． ０５６３４

０． ０５１６５

０． ０５２２５

０． ０５０２５

石油 ・

石炭製品
Ｏ． ００２２４

０． ００２１７

０． ００２５７

０． Ｏ０２６２

０． ００２０７

０． ００４０２

０． ００３２３

０． ００３４７

０． ００３９８

０． ００３９４

０． ００４６８

０． ００５８８

０． ００５２５

０． ００６０２

０． ００５４０

０． ００５３３

輸送機械
Ｏ． ０３７２２

０． ０３６６０

０． ０３８３８

０． ０３９２５

０． ０３５４９

０． ０３２２３

０． ０４１３１

０． ０３９７１

０． ０３９４４

０． ０３９５５

０． ０４２２５

０． ０４５３３

０． ０４３９２

０． ０４２５５

０． ０４２６１

０． ０４４１７

窯業 ・

土石製品
０． ０１５６０

０． ０１６３７

０． ０１４６８

０． ０１５７７

０． ０１５２６

０． ０１７９１

０． ０１７５９

０． ０２０９６

０． ０２２８３

０． ０２３７５

０． ０２９６２

０． ０３２７４

０． ０３１５１

０． ０２９７６

０． ０２９４３

０． ０２７８１

精密機械
０． ０４７４８

０． ０３９３１

０． ０４５４９

０． ０４７０７

０． ０４０９６

０． ０３７０８

０． ０４９４０

０． ０４９２０

０． ０４８５６

０． ０４７７９

０． ０５４６８

０． ０５６３１

０． ０５８４３

０． ０５５５４

０． ０５６００

０． ０６１７５

械である。パルプ，金属製品は決定係数の値が少し劣るが，技術集約度が説明

変数として有意である可能性は高い。食料，繊維，窯業 ・土石，精密機械は ，

技術集約度とキャッ シュフローの２変数の間に多重共線性が存在し，２変数を

説明変数にすると有意な結果がえられないので，技術集約度のみを説明変数と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７６０）



景気停滞と技術革新（本田） ６５

表２　技術集約度／研究費　売上比率（実質べ 一ス）

　　　　食料品繊維パル 裏
１９７５　　　　　　１ ．３３４　　　　　　　１ ．７８４　　　　　　　１ ．３４０

１９７６　　　　　１ ．３１１　　　　　　　１ ．７８３　　　　　　　１ ．３５６

１９７７　　　　　１ ．３１８　　　　　　２ ．００９　　　　　　　１ ．３８２

１９７８　　１ ．３１０　　１ ．７１６　　１ ．３８８

１９７９　　　　　１ ．３２０　　　　　　　１ ．６６１　　　　　　１ ．４４８

１９８０　　　　　　１ ．３２１　　　　　　　１ ．９０４　　　　　　　１ ．４８０

１９８１　　　　　１ ．３７４　　　　　　　１ ．７０３　　　　　　　１ ．５２６

１９８２　　　　　１ ．３５２　　　　　　　１ ．７０８　　　　　　　１ ．４６９

１９８３　　　　　！ ．３２２　　　　　　　１ ．９５９　　　　　　　１ ．４２１

１９８４　　　　　　１ ．３７７　　　　　　　１ ．７４０　　　　　　　１ ．３９３

１９８５　　　　　１ ．３１２　　　　　　１ ．７２０　　　　　　１ ．４８９

１９８６　　　　　１ ．３０１　　　　　　１ ．７８０　　　　　　１ ．４８１

１９８７　　　　　１ ．２５６　　　　　　１ ．６８７　　　　　　１ ．５０４

１９８８　　　　　１ ．２８３　　　　　　　１ ．６５２　　　　　　　１ ．４５２

１９８９　　　　　１ ．２３８　　　　　　　１ ．５８０　　　　　　　１ ．５０４

１９９０　　　　　１ ．２２６　　　　　　１ ．５８１　　　　　　１ ，４６７

　　　　一次金属　　金属製品　　一般機械
１９７５　　　　　１ ．２３０　　　　　　　１ ．４９７　　　　　　　１ ．４２４

１９７６　　　　　１ ．２２９　　　　　　１ ．５５２　　　　　　１ ．４１１

１９７７　　　　　１ ．２２８　　　　　　　１ ．４９３　　　　　　　１ ．３７４

１９７８　　　　　１ ．２３５　　　　　　　１ ．５３１　　　　　　１ ．３８７

１９７９　　　　　１ ．２３１　　　　　　１ ．４２８　　　　　　　１ ．３９２

１９８０　　　　　１ ．２３４　　　　　　　１ ．６９２　　　　　　　１ ．４１１

１９８１　　　　　１ ．２２７　　　　　　　１ ．５３０　　　　　　　１ ．４５５

１９８２　　　　　１ ．２０８　　　　　　１ ．６０５　　　　　　１ ．４２９

１９８３　　　　　１ ．２１８　　　　　　　１ ．６９４　　　　　　　１ ．３９９

１９８４　　　　　　１ ．２２３　　　　　　　１ ．６１１　　　　　　　１ ．３９２

１９８５　　　　　１ ．１８３　　　　　　　１ ．６５１　　　　　　１ ．３８２

１９８６　　　　　１ ．１７８　　　　　　　１ ．７１２　　　　　　　１ ．４０４

１９８７　　　　　１ ．１８９　　　　　　　１ ．７３２　　　　　　　１ ．３６６

１９８８　　　　　１ ．１９５　　　　　　　１ ．７１０　　　　　　　１ ．４０８

１９８９　　　　　１ ．１８９　　　　　　　１ ．７８１　　　　　　１ ．３８６

１９９０　　　　　１ ．１８８　　　　　　　１ ．６５９　　　　　　　１ ．３６６

化学暮蕊点至義点
　１ ．０７６　　　　　　１ ．６５６　　　　　　１ ．２１０

　１ ．０７７　　　　　　　１ ．６１６　　　　　　　１ ．１８４

　１ ．０７５　　　　　　　１ ．４９２　　　　　　　１ ．２２２

　１ ．０７８　　　　　　１ ．４５８　　　　　　１ ．１９８

　１ ．０７２　　　　　　　１ ．６０５　　　　　　　１ ．１８６

　１ ．０８１　　　　　　１ ．３３８　　　　　　　１ ．２０２

　１ ．０７９　　　　　　　１ ．５５７　　　　　　　１ ．２２６

　１ ．０８２　　　　　　　１ ．５２４　　　　　　　１ ．１９５

　１ ．０８３　　　　　　　１ ．４４２　　　　　　　１ ．１８７

　１ ．０８３　　　　　　　１ ．４４３　　　　　　　１ ．１７６

１． ０７７　　　　　　　１ ．２３１　　　　　　１ ．１３７

１． ０８０　　　　　　　１ ．１８４　　　　　　　１ ．１３３

１． ０７６　　　　　　　１ ．２０８　　　　　　　１ ．１３４

１． ０７７　　　　　　　１ ．１６４　　　　　　　１ ．１４０

１． ０７３　　　　　　　１ ．１８８　　　　　　　１ ．１４２

１． ０７４　　　　　　　１ ．１９３　　　　　　　１ ，１５３

電気機械　　輸送機械　　精密機械
１． ０８７　　　　　　　１ ．４８８　　　　　　　１ ．１４２

１． ０９１　　　　　　１ ．４５０　　　　　　　１ ．１６４

１． １０２　　　　　　　１ ．４３８　　　　　　　１ ．１４２

１． １００　　　　　　　１ ．４０６　　　　　　　１ ．１３３

１． １１５　　　　　　１ ．４１３　　　　　　１ ．１４１

１． １４１　　　　　　１ ．４２１　　　　　　１ ．１７９

１． １１８　　　　　　１ ．３６９　　　　　　１ ．１５１

１． １３５　　　　　　１ ．４１６　　　　　　１ ．１６２

１． １４０　　　　　　１ ．４３６　　　　　　１ ．１７０

１． １４９　　　　　　１ ．４１８　　　　　　１ ．１６８

１． １２８　　　　　　１ ．４５７　　　　　　１ ．２１８

１． １３５　　　　　　　１ ．４４１　　　　　　　１ ．２２３

１． １３５　　　　　　　１ ．４４５　　　　　　　１ ．２０２

１． １４１　　　　　　１ ．４１０　　　　　　１ ．１９７

１． １４１　　　　　　１ ．４２３　　　　　　１ ．１９７

１． １４９　　　　　　　１ ．４０６　　　　　　　１ ．１７３

して推定した。尚，石油 ・石炭製品，一次金属については，技術集約度係数に

ついて有意な結果を得ることはできなかった。これらの産業では，技術集約度

と設備投資に因果関係は存在せず，設備投資行動に技術革新が与える影響はき

わめて限定されていると考えられる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７６１）
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（１９７８～１９９０）

　ＬＯＧ　Ｉ１＝十１２ ．９８８８＋１ ．２５１０６ＬＯＧ　ＴＣＺ１

　　　　　　　　（１４ ．３０）　　（　６ ．４５）

　決定係数＝０ ．７７１６７標準誤差 ＝０．１５　ダービンワトソン比 ＝１ ，１４２

（１９７８～１９９０）

　ＬＯＧ　Ｉ２：十１３ ．６６５０＋１ ．９００５５ＬＯＧ　ＴＣＺ２

　　　　　　　　（１２ ．２９）（６ ．７１）

　決定係数＝０．７８５９４標準誤差＝０．１６　ダービンワトソン比＝１ ，６９８

（１９７８～１９９０）

　ＬＯＧ　Ｉ３＝十６ ．０４４３３＋０ ．９７７７０ＬＯＧ　ＴＣＺ３＋Ｏ ．７１６３５ＬＯＧ（Ｒ３＋ＣＣ３）＊１００

　　　　　　　　（１ ．２６）（２．８９）　　　　（１ ．４２）

　決定係数＝Ｏ．７０９１３標準誤差＝Ｏ．２１　ダービンワトソン比＝０ ，９２１

（１９７８～１９９０）

　ＬＯＧ　Ｉ４＝十５ ．６６０７１＋０ ．７１０９２ＬＯＧ　ＴＣＺ４＋Ｏ ．４９９３９ＬＯＧ（Ｒ４＋ＣＣ４）＊１００

　　　　　　　　（　２ ．１８）　　（　１ ．７４）　　　　　　　　　　　　（　３ ．１０）

　決定係数＝Ｏ．９０１５６標準誤差 ＝０．０９　ダービンワトソン比＝２ ，１１７
（１９７８～１９９０）

　ＬＯＧ　Ｉ６＝十９ ．６２９３５＋０ ．７７９９２ＬＯＧ　ＴＣＺ６（一３）

　　　　　　　　（１５ ．１３）　（４ ．７９）

　決定係数＝Ｏ．６４６４６標準誤差 ＝Ｏ．１６　ダービンワトソン比＝０ ，８８２

（１９７８～１９９０）

　ＬＯＧ　Ｉ８：十７ ．５９４０５＋０ ．８０４７７ＬＯＧ　ＴＣＺ８（一２）

　　　　　　　　（２ ．２０）（１ ．４０）

　　　　　　　十０ ．３４１０７ＬＯＧ（（Ｒ８＋ＣＣ８）＊１００／ＰＧ８）

　　　　　　　　（１ ．６５）

　決定係数＝０．６２２００標準誤差＝Ｏ．１８　ダービンワトソン比＝１ ，８９０
（１９７８～１９９０）

　ＬＯＧ　Ｉ９＝１１ ．６９６８＋０ ．８８２４５ＬＯＧ　ＴＣＺ９

　　　　　　（　７ ．３５）　　（　１ ．７４）

　　　　　　　十１ ．０６０６３ＬＯＧ（（Ｒ９＋ＣＣ９）＊１００／ＰＧ９）／Ｋ９（一９）

　　　　　　　　（４ ．６８）

　決定係数＝０．７７１５０標準誤差 ＝０．１６　ダービンワトソン比＝０ ，４１５

（１９８０～１９９０）

　ＬＯＧ　Ｉ１０＝十５ ．０４３６３＋０ ．８２９５５ＬＯＧ　ＴＣＺ１０（一３）

　　　　　　　　（　２ ．８３）　　（　１ ．６０）

　　　　　　　十０ ．６１７６９ＬＯＧ（Ｒ１０＋ＣＣ１ｏ）＊１Ｏ０／ＰＧ１Ｏ

　　　　　　　　（８ ．２２）

　決定係数＝０．８９０９２標準誤差 ＝０．１２　ダーピンワトソン比＝１ ，２１７

（１９８０～１９９０）

　ＬＯＧ　Ｉ１１＝十６ ．８０９７３＋１ ．７０１７０ＬＯＧ　ＴＣＺ１１

　　　　　　　　（２ ．８７）（３ ．８７）

　　　　　　　十０ ．７９５５５ＬＯＧ（Ｒ１１＋ＣＣ１１）＊１００／ＰＧ１１

　　　　　　　　（３ ．８５）

　決定係数＝Ｏ．７７６９３標準誤差 ：０．１３　ダービンワトソン比＝２ ，３７５
（１９８０～１９９０）

　ＬＯＧ　Ｉ１２＝十１１ ．７３７７＋１ ．８６９９３ＬＯＧ　ＴＣＺ１２

　　　　　　　　（１４ ．７３）　　（　６ ．９５）

　決定係数：Ｏ．８２５５６標準誤差：０．１２　ダービンワトソン比 ＝１ ，４４３

　　　　　　　　　　　　　　　図表１　各産業の設備投資関数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７６２）
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　推定結果から，技術集約度の係数（投資の技術集約度弾力性）をみてみると
，

技術集約度のみを説明変数とした産業を除いて，弾力性がＯ．７から１の問にあ

ることがわかり ，各産業とも比較的接近した数値をとっ ているのが注目される 。

いずれにしろ，技術革新の停滞により技術集約度の数値が小さくなると ，それ

に反応した形で設備投資が縮小する傾向は多くの産業でみられるので，技術集

約度を説明変数の一つとして各産業の設備投資関数を推定し，技術革新が景気

動向に与える影響を分析することはできることが確認された 。

　尚，ここでひとつ留意すべきは，電気産業の設備投資関数で，技術集約度が

３年のラグをもっ て投資関数に影響を与えているということである。他産業に

比較して，ラグの長さが長いということが特徴である。このことは，１９８７年以

降の技術革新の停滞がここで取り上げている１９９０年までの期間には，まだ現れ

ていないということであり ，１９９１年以降の投資行動に反映することを意味する 。

このことはやはり ，「技術飽和説」が，現在の景気停滞の大きな要因であると

いう仮説の妥当性を補完することになるであろう 。

主な結論と今後の課題

本論文での主な結論は，次の３点にまとめることができる 。

（１）実質べ一スと名目べ一スで研究開発費 ・売上高比率を計測すると ，製造

　業に於て，化学産業及び電気産業を除いて，２つの指標の計算値は，計算

　値そのものには差があるが，動向としてはほぼパラレルな動きをすること

　がわかった 。

（２）化学産業と電気産業の実質べ一スと名目べ一スの研究開発費 ・売上高比

　率は，１９８５年以降大きなかい離が生じており ，実質べ一スでみると両産業

　とも１９８０年代後半は，技術革新が停滞していることがわかる 。特に，電気

　産業は，名目べ一スでも研究開発費 ・売上高比率が伸び脳みの状態にあり ，

　この産業の実質研究費の伸ひ率は，下落しており ，これらのことを総合的

　に判断すると ，電気産業の１９８０年代後半の技術革新の停滞は，信患性が高

　いと思われる。このことは，森谷［９１や志村［５１がいう ，エレクトロ

　　　　　　　　　　　　　　　（７６３）
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　　ニクス産業の「技術飽和仮説」が相当の根拠があることを示していると考

　　えられる 。

（３）実質べ一スの「技術集約度」と設備投資の因果関係については，多くの

　　産業で確認することができた 。

　今後の課題としてまず，技術集約度の計算をするさい，間接効果を求めるた

め， 時期を区切って固定投入係数を用いたが，これは実態を十分反映している

とはいえないので今後改善していく必要がある 。

　さらに，「技術飽和仮説」がどの程度妥当するかについて，さらに実証分析

を重ねる必要がある。その際，技術集約度を説明変数に含む各産業毎の設備投

資関数を推定し，多部門のマクロ計量マクロモテルを作成し，技術革新がどの

程度経済成長に影響を与えるかを数量的に把握することが重要であり ，今後の

課題である 。

　　１）　日本の産業別ＴＦＰを測定した例として国則守生　高橋伸彰［２１があり ，

　　　ＴＦＰの問題点については，藤井美文 ・菊池純一［８１に詳しい。技術進歩率を

　　　測る指標として，ここで取り上げたもの以外に，技術知識ストッ クという概念が

　　　あり ，その具体的計測を行ったものとして，後藤　晃　本城　昇　鈴木和志 ・滝

　　　野沢守［４１がある 。

　　２）　日本の最近の設備投資の特徴について総括的に議論した文献として，日本開発

　　　銀行［６１がある。また，研究開発と設備投資あるいは経済成長の関係について

　　　議論したものとして，日本銀行［７１以外に，木下宗七 ・鈴木和志１１１参照の

　　　こと 。
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